
北海道立埋蔵文化財センターの指定管理者の候補者の選定について

１ 公の施設の概要 名 称 北海道立埋蔵文化財センター 所管課(室)
所 在 地 江別市西野幌６８５番地１
設置目的 埋蔵文化財の調査研究及び保存を行うとともに、 教育庁生涯学習推進局文化財・博物館課

その活用を図る。 （文化財調査係）
直通：011-204-5750
代表：011-231-4111(内線35-626)

２ 申請期間 令和３年(2021年)10月18日（月）～12月６日（月）

指定期間(予定) 令和４年(2022年)４月１日～令和９年(2027年)３月31日
公
募 申 業務の範囲 (１) 施設保守等、衛生管理及び警備等に関する維持管理業務
概 請 (２) 市町村教育支援や施設利用及び利用促進業務に関する運営業務
要 条 (３) 重要遺跡確認調査等に関する調査研究事業
件 (４) 資料の受入及び保管等に関する収蔵・保管事業

(５) 展示公開、講座の開催、教育関連事業への協賛及び資料の貸出し等に関する普及・啓発事業

利用料金制度 なし

負担金限度額 644,360,000円

審査基準等 別紙｢北道立埋蔵文化財センター指定管理者候補者決定基準｣(公募要項別添４)のとおり

３ 申請結果 申請者数１団体

４ 名 称 北海道立埋蔵文化財センター指定管理者候補者選定委員会
（事務局：教育庁生涯学習推進局文化財・博物館課）

選 運営要領 別紙｢北海道立埋蔵文化財センター指定管理者候補者選定委員会運営要領｣のとおり

定 委 員 区分 氏 名 所 属 備 考

委 委 員 長 北 沢 実 元帯広百年記念館（現上士幌町教育委員会） 学識経験者

員 副委員長 加 賀 学 池田町教育委員会 学識経験者

会 委 員 大 野 素 良 (一般社団法人）中小企業診断協会北海道 学識経験者

委 員 内 山 幸 子 東海大学国際文化学部 学識経験者

区 分 開催日時・場所 議 事 出席率

開 第１回 令和３年(2021年)10月７日（木）13:30～ ・指定管理者公募要項及び審査方法について審議 100％
催（ｵﾝﾗｲﾝ開催）道庁別館７階「教育委員会室」
状
況 第２回 令和３年(2021年)12月20日（月）13:30～ ・申請資格等（形式的要件）審査、申請者の説明 100％
（ｵﾝﾗｲﾝ開催）道庁別館７階「教育委員室」 及びヒアリング、必須項目審査・加点項目審査。

・最適な候補者の選定

審査の経過 令和３年(2021年)10月７日開催の第１回選定委員会において、指定管理者公募要項及び審査方法に
ついて審議を行った。
令和３年(2021年)10月18日から公募を開始し、締切までに１団体から申請があり、事務局において

申請資格(形式的要件)等に係る事前審査を行った上で、12月９日に申請書類等の副本を各委員に送付
し、検討を依頼した。
12月20日開催の第２回選定委員会において、申請資格等(形式的要件)に係る審査を行い、その後、

申請者からの説明及びヒアリングを行った。引き続き、必須項目審査及び加点項目審査を実施し、候
補者決定基準に基づく採点を行い、申請のあった団体を最適な候補者として決定し、12月24日、審査
の経過及び結果について教育長に報告した。

採点結果 別記のとおり

審査の結果 指定管理者の候補者
公益財団法人 北海道埋蔵文化財センター 理事長 長 沼 孝

選定理由 公益財団法人北海道埋蔵文化財センターは、施設の維持管理能力、普及・啓発事業等の内容につい
て評価を受け、指定管理者の候補者として最適と判断された。
負担金限度額から550千円を縮減した提案だった。

学識経験者委員 公益財団法人北海道埋蔵文化財センターの提案は、施設の維持管理や利用者への配慮等において、
の主な意見 安定した運営能力を有していると評価できる。
(又は総評) また、豊富な経験を有した専門職員を複数有しており、調査や研究にあたり、全く問題のない組織

体制であると考える。



別記 採点結果

団 指定管理者の候補者 指定管理者の候補者以外の団体（得点順）

体 公益財団法人
北海道埋蔵文化財センター

名
提案金額

等 643,810,000円

配点 委員 委員 委員 委員 委員 委員 委員 委員 委員 委員 委員 委員
１ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４

１ 正当な事由がない限り住民が施設を利用するこ ５
とを拒まないものであること及び住民が施設を利 5.00 5.00 5.00 3.75
用することについて不当な差別的取り扱いをしな
いものであること。

① 特別利用及び貸出しの承認その他の利用条件 (５) (5.00) (5.00) (5.00) (3.75)
が、住民の利用を不当に拒否し、又は制限する
ものでなく、利用者の平等利用を確保できるこ
と。

２ 業務計画書の内容が、施設の効用を最大限に発 ３５ 30.00 30.00 27.50 26.25
揮させるものであること。

① 管理の目標に具体的な業績指標の提案があ (２０) (15.00) (15.00) (15.00) (15.00)
り、利用促進の方策が有効かつ実効性のあるも
ので、利用者の利便が図られ質の高いサービス
の提供が期待できること。

② 地域住民等と協働した取り組みが期待できる (５) (5.00) (5.00) (3.75) (3.75)
こと。

③ 管理運営の基本方針や運営面の方策が公の施 (５) (5.00) (5.00) (5.00) (5.00)
設の目的、関係法令と整合性が図られたもので
あり、施設全体に関する事故防止や利用者の安
全確保等を定めていること。

④ 施設の利用者の増加や利便性の向上、管理の (５) (5.00) (5.00) (3.75) (2.50)
目標の達成を図ることを目的とした自主事業が
企画されていること。

３ 業務計画書に沿った管理を安定して行う人員、 ２０ 20.00 20.00 20.00 20.00
資産その他の能力を有していること。

① 業務遂行に必要な人員の配置及び技術・能力 (１０) (10.00) (10.00) (10.00) (10.00)
の育成等に関する計画等が適切であり、業務を
安定して行う実施体制が確立されていること。

② 業務処理を安定して行うために必要な知識、 (１０) (10.00) (10.00) (10.00) (10.00)
経験、ノウハウ等を有しており、業務運営に活
かすことが期待できること。

４ 収支計画書の内容が、施設の管理経費の縮減が ２５ 25.00 25.00 22.50 20.00
図られるものであること。

① 教育委員会が支払う管理費用の総額が安価で (１５) (15.00) (15.00) (15.00) (15.00)
あること。

② 環境に配慮した維持管理コスト縮減が図られ (１０) (10.00) (10.00) (7.50) (5.00)
るものであり、収支計画書の内容が適切である
こと。

５ 埋蔵文化財の保護等に対する十分な知識・技能 １５ 15.00 15.00 15.00 15.00
を有していること。

① 埋蔵文化財の発掘調査等の能力のある人員を (１５) (15.00) (15.00) (15.00) (15.00)
有していること。

各委員合計 １００ 95.00 95.00 90.00 85.00

順 位 １位 １位 １位 １位

委員合計点数 ３６５．００


